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は じ め に

今日グローバルな企業間競争が激化するなか，競争優位を獲得するためには

企業活動の全体最適化の実現が必要であり，そのためには経営資源の選択と集

中による外部経営資源（アウトソーシング）を積極的に利用した内部の活性化

が行われている。また部門部署間などの垣根（制約）を低下させる努力もされ

ており，企業内外の経営資源全体を通してムダのない連結である SCM（Supply

Chain Management：供給連鎖管理）さらには，VC（Value Chain：価値連鎖）の

構築が進められている。

これは SCMの要素の一つである物流についても同様である。物流システム

は，1960年代からの物流の高度化（特にユニットロード化），1980年代中頃か

らの情報・通信システムの高度化（物流情報システム，ロジスティクス，SCM，

ERP（Enterprise Resource Planning：企業資源計画）など），1990年代からの本

格的な貿易・投資の規制緩和と環境整備などにより大きく変化した。

生産や流通を維持するための物流サービスはさまざまあるが，荷主（企業）

の生産方法や立地，SC（Supply Chain：供給連鎖）などの変化に合わせてムダ

が排除されコア（核）となる企業や経営資源のみの連結に変化すると同時にそ

れらの淘汰も進んでいる。こうした環境のなか，物流業の一つで，物流に関す

る比較的コストのかからない身軽な資産を持ち活動する「利用運送事業者」は



ユニットロード化による Door to Door物流（複合（一貫）輸送）の登場，業

務の拡大，荷主（企業）との接近などにより力をつけてきた。しかし企業間競

争が激化するに従い，彼らにおいても企業活動の軸足の違いにより優劣が生じ

ている。

今日，分業工程をつなぐリンク（通路，運搬具など）である物流システムは，

物理的な条件（サイズ，重量など）やソフト（情報・通信システムや know－
how，「リーン（生産・流通）システム（JIT：Just In Time）」など）に基づい

た SCの構築に大きな変化を与えている。それはノードである港湾や空港，す

なわちゲートウェイ／ハブなどのターミナルの整備を重要視する方向である。

そして，G－ロジスティクス（グローバル・ロジスティクス）や G－SCM（Global

Supply Chain Management：グローバル・サプライチェーン・マネジメント）の

システムを構築するための生産や流通（中継機能を含む）を重視した港湾や空

港の整備である。1）

ここでは，国際工程間分業システムを支える G－SC（Global Supply Chain：

グローバル・サプライチェーン）の重要性が顕在化するなか，利用運送事業

者，なかでもゲートウェイ／ハブなどのターミナルに軸足を置き港湾運送事業

を持つフレイト・フォワーダーの競争優位について論じることにする。

Ⅰ．経営環境の変化と物流システム

荷主（企業）において物流は本業とは異なった分野である。物流を内部化す

ることは，異なる経営資源を持つことであり，また小規模になりやすく規模の

経済性が享受できないためデメリットになる可能性が高くなる。しかし経営

活動の維持・発展，分業行程の連結を行うためには切り離すことができない。

そこで，今日では荷主企業は経営資源の選択と集中を行い，物流など本業に

直接関係しない業務を物流企業などの外部経営資源に積極的にアウトソーシン

グ（外部化）している。これにより，荷主（企業）の負担がかなり軽減され本

業への集中が可能となっている。段階的には，「自家物流 ⇒ 自家物流とオー
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プン・アウトソーシング ⇒ クローズド・アウトソーシング（3PL（3rd Party

Logistics），4PL（4th Party Logistics）など，物流及び関連業務，付帯業務の丸

投げ）」である。2）

荷主（企業）は物流企業による円滑な Door to Doorネットワーク（SCM）の

構築に大きく期待しているが，これは物流企業においては経営資源の内部化，

負担増を意味している。そこで物流企業も異なった経営資源を持つ企業間の

「M&A（Merger and Acquisition：企業の合併と買収）」や「系列化」，「戦略的

提携」，「アライアンス」などのクローズド・アウトソーシングによるネットワ

ーク構築がポイントとなる。

経営環境の変化と物流システムの関係は「経営環境が変化したため物流シス

テムが変化する場合」，「物流システムが変化したため経営環境が変化する場

合」，「拡大戦略における財（貨物）の供給」，「物流システムを中心とした経営

資源の軽量化，効率化」の4つに大別できる。

「経営環境が変化したため物流システムが変化する場合」とは，既存の物流

システムのなかでの変化である。企業間競争（競合環境），法的規制，市場変

化，為替変動（一般環境）など経営環境が変化し，従来の仕組みでは対応でき

ないため物流システムを含め荷主（企業）の経営資源全体を微調整するもので

ある。

「物流システムが変化したため経営環境が変化する場合」とは，物流システ

ムの革新により企業の仕組みを大きく変化させることである。たとえば，ユ

ニットロード（海上コンテナ，ULD：Unit Load Device（航空コンテナ），貨車

（鉄道），通い箱（カゴ車，折りコン）など）で，この仕組みが導入されること

により，さまざまな財（貨物）が効率的に物流できるようになり分業工程間，

事務所間，店舗間の連結が非常に容易になった。そのため，企業の経営資源や

業態が大きく変化したのである。

そして，ここに高度な情報・通信システムが加わることでその変化のスピー

ドは加速され，また，調達－生産－物流－販売の各部署や拠点などの狭い範囲
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から企業全体，SC全体という広い範囲での経営資源の統合化，同期化が可能

となったのである。たとえば，コンビニ，通信販売，国際工程間分業システム

などである。他方，企業は経営努力を常に行わなければ企業間競争の影響を受

け経営資源，経営活力が縮小するため，常に「拡大戦略」を行っているが，同

時に効率化（効率化戦略）を行わなければ利益の拡大，競争優位を生み出すこ

とができないため，物流システムの高度化（ロジスティクス，SCM）が行わ

れる。

「拡大戦略における財（貨物）の供給」とは，マーケティング（販売）など

商流上の戦略に同期化し財（貨物）をリーン（生産・流通）システム（JIT）で

過剰在庫や欠品が発生しないように市場へ送り込む役割である。財（貨物）は

キャッシュに変化しなければ意味がないため，良質な物流システムを構築し効

率的に財（貨物）の供給，キャッシュ化を行うのである。

「物流システムを中心とした経営資源の軽量化，効率化」とは，物流システ

ム，特に在庫管理を中心に「最小の経営資源で最大の利益を獲得する」ための

企業活動の最適化である。物流システムと ERPなどの情報・通信システムを

使い活動の統合化，同期化による全体最適化を行うもので，荷主（企業）が持

つ在庫を適正に管理することで在庫自体（直接費）のコスト削減が行え，間接

的に関係する経営資源の軽量化，適正化ができ，最終的に企業全体の最適化に

つながるのである。3）

物流システムは日々変化する経営環境の変化のなかで，顧客（荷主（企業））

の満足度を維持，向上させるため変化に迅速，柔軟に対応している。

Ⅱ．利用運送事業者とその活動

1．利用運送事業者とは

利用運送事業者とは，荷主（企業）と制約（物理的，領域的限界）の多い「実

運送事業者（キャリアー）」との間に入り物流及び関連，付随する業務を行う

ことに特化した企業である。真の荷主に対しては仮の実運送事業者として，真
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の実運送事業者に対しては仮の荷主としての立場をとり運送契約を締結してい

る。4）

船舶や航空機，鉄道などの大型で高額な資産の保持は実運送事業者に任せ，

比較的コストのかからない倉庫，小型輸送手段（運搬具）やソフト（情報・通

信システムや know－howなど）など身軽な資産を持ち，「集荷・配送（末端で

の短距離輸送）」，「保管」，「荷役」，「包装」，「流通加工」，「物流情報」，「在庫

管理」，「リスク・マネジメント」，「貿易管理」に関する業務を行っている業種

である。利用運送事業者は，法令（国際法など）や物理的（陸海空）な限界に

柔軟に対応し広域でシームレスなネットワークの構築を行うため，基本業務以

外に関連，付随する業務を行っている。関連，付随する業務を行うのはサービ

スの差別化の意味もある。

利用運送は日本では「貨物利用運送事業者法（1989年公布）」において「貨

物利用運送事業の運営を適正かつ合理的なものとすることにより，貨物利用運

送事業の健全な発達を図るとともに，貨物の流通の分野における利用者の需要

の高度化及び多様化に対応した貨物の運送サービスの円滑な提供を確保し，

もって利用者の利益の保護及びその利便の増進に寄与することを目的とする

（第1条）」とし，「『実運送』とは，船舶運航事業者，航空運送事業者，鉄道運

送事業者又は貨物自動車運送事業者（以下「実運送事業者」という。）の行う

貨物の運送をいい，『利用運送』とは，運送事業者の行う運送（実運送に係る

ものに限る。）を利用してする貨物の運送をいう（第2条）」と定義され，これ

を行っているのが利用運送事業者である。

利用運送事業者はシームレスな Door to Doorの物流サービスを行うため，

日本では「内航運送業」，「内航運送取扱業」，「港湾運送事業」，「一般貨物自動

車運送事業」，「貨物軽自動車運送事業」，「航空貨物運送取扱事業」，「倉庫業」，

「機械器具設置工事業」，「通関業」，「混載事業」，「船舶貸渡業」，「特定労働者

派遣事業」，「警備業」などさまざまな事業免許，許可などを持っている。

利用運送事業者は本来，スペースブローカー，混載業務，集荷・配送など直
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送業務を行う実運送事業者の活動を補完するものであったが，輸送手段（運搬

具）のユニットロード化や大型化，物流システムの高度化（ロジスティクス，

SCM），Door to Door物流の普及，情報・通信システムの高度化，実運送事業

者（陸海空）を自由に選択して連結し Door to Door／Point to Pointの物流サー

ビスが提供できる，Door to Door物流により利用運送事業者と荷主（企業）と

の直接交渉が一般化しニーズが拡大したなどの理由により，関連業務，付帯業

務を行うようになってきた。そのため，実運送事業者と利用運送事業者との間

で明確な業務の分化が進むとともに，総合的な物流サービスを荷主（企業）に

提供するため相互依存の関係が成立し，同時に利用運送事業者は物流システム

内のサービスの位置から荷主（企業）に直接関係を持てるため実運送事業者よ

りも力を持つようになってきたのである。荷主（企業）の経営戦略へのアドバ

イスと統合，物流企業と荷主（企業）との戦略的提携などの点からも彼らの立

場は非常に有利となっている。

世界の物流市場は生産や流通の変化のなかでますます競争激化が進み，規模

の経済性，あるいはニッチーな領域（特殊な財（貨物），特殊なサービスなど）

に特化することが重要となることは明らかであり，船会社や航空会社のアライ

アンスが拡大しているように，利用運送事業者においてもますます荷主企業と

の戦略的提携，物流企業間や異業種とのM&A，系列化，戦略的提携，アライ

アンスが進むものと考えられる。

2．利用運送事業者の種類

利用運送事業者には「海貨業（海運貨物取扱事業）」，「NVOCC（Non－Vessel

Operating Common Carrier：非船舶運航業者）」，「フレイト・フォワーダー」な

どの呼称があり，さらに実運送事業者と利用運送事業者（フレイト・フォワー

ダー）が合体し両者のサービスを一貫して行う「インテグレーター」がある。

Federal Expressや UPS（United Presell Service），DHLなど航空貨物輸送が有名

であり，両者の機能を持つことにより自社内で Door to Door／Point to Point物
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流サービスなどが行えるため新たな付加価値が発生する反面，企業規模が大き

くなり内部の経営資源が肥大化するため非効率な面もあり，まだ少数である。5）

彼らの違いは，本業である利用運送業務を基本にどれだけ関連業務，付帯業

務を行っているか，独立企業として国内を中心に活動（営業範囲が国内の Door

⇔ Port（港湾や空港）間物流）しているか，多国籍企業として国内外で活動

（営業範囲が国際間の Door to Door物流）しているかなどである。

たとえば，海貨業は荷主（企業）の代理人として輸出入業務を行う国内の独

立企業であり，NVOCCやフレイト・フォワーダー，インテグレーターは国内

外に拠点（現地法人，支店，事務所など）を持ち，物流ネットワークを構築し

ている多国籍企業である。

物流の多国籍企業の特徴は，リンクを構築するため2つの拠点をワンペアと

してグローバルに配置することで，「輸出サイド」と「輸入サイド」の両者を

内部化し国際物流（貿易取引）の手続き（混載業務，着地回収など）を完了す

るのである。これは，生産や流通の多国籍企業がノードとして一つの拠点で企

業活動が行えるものとは異なっている。

貿易取引においては，海貨業は，輸出（アウトバウンド），輸入（インバウ

ンド）で使用される信用状決済（荷為替手形決済）の「船荷証券（B/L：Bill of

Lading，受戻し証券）」が「輸出港の船会社 ⇒ 海貨業 ⇒ 売主 ⇒ 信用状通

知銀行（輸出国）⇒ 買主の信用状発行銀行（輸入国）⇒ 買主 ⇒ カスタムス・

ブローカー（通関業者）⇒ 輸入港の船会社（輸出港の船会社と同一）」の順番

で流通するため，外国のカスタムス・ブローカー（通関業者）と直接取引や連

絡を行わなくても円滑に業務を行うことができる。ただし，コストが高くリー

ドタイムも長くなり，他の業務の一括処理（ワンストップ・ショッピング）は

行えない。

他方，NVOCCやフレイト・フォワーダー，インテグレーター（以下は「フ

レイト・フォワーダー」に一本化して説明する）は海貨業同様，荷主（企業）

の依頼を受けグローバルに物品を移動させることを生業としているが，物流の
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多国籍企業として主要な国に複数の拠点（現地法人，支店，事務所など）を持

つとともに，補完的な手段として現地の同業者と代理店契約を結び，物流を中

心とした G－SCネットワークを構築しているため自社内の国際物流（荷主の代

理人として企業内貿易取引）を行うことができ，送金決済（荷為替手形なし）

でも安全な貿易取引が行えるのである。また信用状に拘束されないため，低コ

スト，短リードタイムが可能となり，さらに関連業務，付帯業務の経営資源を

持っている関係から他の業務の一括処理も行える。6）

フレイト・フォワーダーは，利用運送事業者のなかでも最も業務領域の広い

業種といえ，制約の多い国際物流（貿易取引）において円滑化，コスト削減，

リードタイム短縮に非常に貢献しており，それを実現するために経営環境の変

化に合わせて常に業務形態やネットワークを柔軟に変化させている。7）

フレイト・フォワーダーの高度化（専門化）の形態として3PL（3rd Party

Logistics：第三者物流（特定の荷主（企業）の物流専門業者）），4PL（4th Party

Logistics）がある。ロジスティクスや SCMの段階で活躍している物流企業で

ある。

3PL，4PLとは，物流の高度化（ロジスティクスや SCM）においてフレイト・

フォワーダーが提供する物流を中心とした包括的（生産や流通の一部を含む）

なサービスで，荷主（企業）の代理人（専属のアウトソーシング先）として活

動を行っている。荷主（企業）のニーズを聞きながら複数の荷主（企業），複

数の業種の物流をプラットフォーム化し，特定の荷主（企業）が求める独自の

物流（自家物流）を一般的な営業物流の経営資源（施設・設備，ネットワーク，

物流労働など）を使用して自家物流よりも低いコストで類似する（あるいは高

品質な）サービスを提供する「セミオーダーメード型」の仕組みである。これ

は，特定の荷主（企業）の物流業務を特定の物流企業にクローズド・アウトソ

ーシングするものでもある。8）

3PLや4PLは物流企業が荷主（企業）の顧客満足を積極的に満たす必要が

あるためフレイト・フォワーダーよりも荷主（企業）の経営活動に深く入り込
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むことになり，これが物流企業においては顧客（荷主（企業））の囲い込みに

つながる。荷主（企業）は財（貨物）の種類やサイズ，時間，頻度，経営環境

などによりこうした物流企業のサービスを使い分けており，それらの使い分け

のアドバイスも3PLや4PLが行っている。

荷主（企業）において物流は負担でもあり関心が少ない分野である。荷主

（企業）は必要とする財（貨物）の入（調達）と出（販売）が効率的に行われ

ればよいため，物流環境の拡充によりアウトソーシング（物流の関連業務，付

帯業務の丸投げ）が増加している。他方，物流企業はコスト削減とリードタイ

ム短縮を同時に行うため，商物の一括処理や関連業務，付帯業務の内部化，系

列化，戦略的提携，アライアンスによるクローズド・アウトソーシングなどを

行い，ターミナルへの経営資源や業務の集中を行っている。9）

フレイト・フォワーダーの最大の特徴は自由度（柔軟性）であるが，高い自

由度や身軽な資産による業界は参入が多いという問題も抱えている。物流業が

物流システムからロジスティクス，SCMに高度化する，すなわち労働集約的

産業から資本集約，知識集約的産業に変化するに従い企業間競争が高まり淘汰

を繰り返すが，反面物流業における彼らの影響力は拡大して行くのである。10）

3．利用運送事業者（フレイト・フォワーダー）の歴史

利用運送事業者（フレイト・フォワーダー）が独立した業として行われるよ

うになってきたのは19世紀末頃といわれている。フレイト・フォワーダーが

誕生した理由は，「物流サイドから」と「物流の利用者サイドから」の2つが

考えられる。

「物流サイドから」とは，物流（交通）及び関連するシステム（情報，通信

など）の高度化であり，19世紀末に利用運送事業者（フレイト・フォワーダ

ー）が出現した理由でもある。当時は鉄道輸送の普及や船舶の大型化などであ

るが，今日では物流の高度化（ユニットロード化など），情報・通信システム

の高度化，貿易・投資の規制緩和と環境整備である。
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「物流の利用者サイドから」とは，本業を円滑に行うために派生したもので，

日本で1970年頃からフレイト・フォワーダーが普及し始め，荷主（企業）系，

実運送事業者系，商社系，観光系などが本業（異業種）のサービスを向上させ

るために系列企業などとして設立された。

荷主（企業）では自社の財（貨物）が多量であった場合や営業物流（外部の

物流サービス）の拡充していなかった時代，財（貨物）を円滑に物流するため，

実運送事業者では Door to Doorのサービスを向上させるため，商社では貿易

取引を円滑に行うため，観光業では顧客の購入したハンドキャリーできない財

（貨物）を輸出入するためなどである。

物流企業（同業種）においても経営環境の変化により，倉庫業や海貨業など

専業者が本業を時流に合ったものにするためフレイト・フォワーダーへと変化

したり，経営戦略上実運送事業者がフレイト・フォワーダー業務を内部化しイ

ンテグレーター化したり，インテグレーターがフレイト・フォワーダー業務を

独立させたり，フレイト・フォワーダーが実運送事業者や流通業などを内部化

したりするなど，さまざまな変化が今日も続いている。このことからフレイ

ト・フォワーダーは経営資源さえ揃えば比較的参入しやすい業であることも理

解できる。

こうして起業されてきたフレイト・フォワーダーも1990年代以後，物流，

情報・通信システムの高度化，貿易・投資の規制緩和と環境整備を背景とした

企業の多国籍化，企業間競争の激化などにより淘汰が進み，グローバル・ネッ

トワークが構築できる（規模経済性を享受できる）か，特殊貨物（危険物，美

術品，高価品，重量物，プラントなど），特殊サービス（3PL，4PL）などに特

化でき，さらにターミナルに軸足を置き港湾運送事業を持つフレイト・フォワ

ーダーに競争優位が見え始めているのである。
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Ⅲ．国際工程間分業システムとG－SCM

1．国際工程間分業システムとは

国際工程間分業システムとは，高度な物流，情報・通信システムを背景に，

生産の分割された工程が経営環境に合わせグローバルに最適配置されることで

ある。そして国際工程間分業システムは G－SCであり，それを管理するのが G－

SCMである。物流，情報・通信システムの高度化（「仮想的空間型産業集積」

の形成を背景に）によりグローバルな経営資源の発見と連結が容易になり世界

最適調達，分業工程の分散化，「国際ネットワーク型工程間分業システム」が

可能となっている。

工程間分業システムは1960年代から1990年代にかけ大きく変化してきた。

変化の理由として考えられるのは，物流・情報・通信の高度化，貿易・投資の

規制緩和と環境整備，に加え，「生産工程や製品の高度化，複雑化」，「市場の

特性」，「企業組織・国の経営思想」，「海外からの生産拠点や技術の移転」，「生

産の複雑化，大規模化に伴うリスク分散」，「外部経営資源の拡充」の6つに大

別できる。11）

「生産工程や製品の高度化，複雑化」とは，技術的進歩（モジュール化，デ

ジタル化を含む）や市場ニーズなどにより製品スペックが向上し，この製品ス

ペックが増すことで生産工程，すなわち分業工程の細分化，複雑化がもたらさ

れ生産コストが増加する。ここにリーン（生産・流通）システム（JIT）の導

入や上限販売価格の設定などがあると内部化とアウトソーシングが選択され分

業システムがグローバルに分散するのである。12）

「市場の特性」とは，たとえば国ごとに異なる市場の規模，飽和性，社会組

織，法的規制，企業間競争，参入の容易性などにより市場が異なるため分業工

程にも影響が出るのである。「フォード・システム」，「リーン（生産・流通）シ

ステム（JIT）」，「セル生産システム（屋台生産システム）」が生まれた理由で

もある。
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「企業組織，国の経営思想」とは，市場の特性に対し企業が持つ経営思考も

分業システムを変化させる要因である。たとえば欧米の企業はコスト削減のた

めに，部品の標準化，汎用化，モジュール化，共通化（組立（モジュラー）工

程）を積極的に導入し規模の経済性を享受するが，日本では欧米ほど積極的で

はなく（擦り合わせ（インテグラル）工程をなるべく残す），これらを行わな

いために高くなるコストを生産の全体最適による効率化や SCの充実，すなわ

ち「規模の経済性」ではなく「集積の利益」により解決しようとしている。

「海外からの生産拠点や技術の移転」とは，産業構造や拠点立地の変化とも

いえるもので，まず海外直接投資を受入れた国には新たな生産拠点や技術が移

転されグローバルな単位では分業システムが変化する。そして，受入国では外

部からの部品や中間財が流入（輸入）することで，国内の拠点（調達，生産，

物流，販売など）を中心に構築されていた SCが，海外の生産拠点を中心とす

るものへと変化している。このため，ゲートウェイ／ハブ・ターミナルである

港湾や空港を中心としたものへ変化し，それまでの国内の分業システムや産業

集積が崩壊する。

「生産の複雑化，大規模化に伴うリスク分散」とは，低コスト，短リードタ

イム，差別化など迅速性，柔軟性が求められている経営環境のなかで，企業内

部に多くの経営資源を持つことになる投資をすることは大きな経営リスクと

なっており，内部化，アウトソーシングをバランスよく行うことで経営上のリ

スクを軽減するのである。そのため，分業システムもどの部分を内部化しどの

部分をアウトソーシングするかの選択と集中が行われ，同時に分業システムも

変化する。13）

「外部経営資源の拡充」とは，企業の経営資源の選択と集中により内部の部

署が切り離され他の同一のものと統合化したり，新しい仕組みの企業（EMS

（Electronics Manufacturing Service）など，自社ブランドを持たずに製品の設計

や企画開発，生産を担う企業など）が創業されたりして「企業間工程間分業シ

ステム」が普及したり，G－ロジスティクスや G－SCMの普及などにより海外
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の経営資源が容易に使用できるようになったなど，サプライヤー（アウトソー

シング先）が充実したことである。

工業において最終製品を生産するためには「原料 ⇒ 素材 ⇒ 部品 ⇒ 中間

財 ⇒ 最終製品」工程を経なければならず，そこでは「擦り合わせ（インテグ

ラル）工程」と「組立（モジュラー）工程」が混在し工程間分業システムのフ

ラグメンテーション化（ネットワーク型工程間分業システム）が生じている。

一般的には工程の川上は擦り合わせ工程が多く，川上に行くに従い組立工程

（加工組立型工業）が増加していく。擦り合わせ工程は組立工程よりも多く関

連産業を必要とするため一定の産業集積を形成するのである。なお，加工農水

産物など擦り合わせ工程のみの財（貨物）は「原料 ⇒ 最終製品」となる。

工程間分業システムの分割は擦り合わせ工程と組立工程の分業工程の境，す

なわち素材や部品，中間財が基本となる。この境は企業や産業の境でもある。

分業工程は外部経営資源の拡充の影響を受け，技術や利益，他部門との関連性

などが高い場合は企業内部（内部化）で分割され，これらが低くなるに従いア

ウトソーシングされるとともに特定の分業行程が特定の企業に集約され規模の

経済性，技術的集約などによる企業間工程間分業システムが形成される。

たとえば日本は，原料やエネルギーを海外に依存しなければならず，発展過

程において隣国が同等の経済発展段階になかったため，フルセット型の産業構

造を構築してきた。そのため，工業港（臨海工業地域など）を中心に「原料の

輸入 ⇒ 素材生産 ⇒ 部品 ⇒ 中間財生産 ⇒ 最終製品 ⇒ 国内 SC，輸出」

の SCが形成されてきた。しかし1960年代以後の物流，情報・通信システム

の高度化，貿易・投資の規制緩和と環境整備などの影響により，海外の調達－

生産－物流－販売の拠点との関係が深まることでグローバルな全体最適が可能

となり，次第に商業港（主に CT（Container Terminal：コンテナ・ターミナル）

など）を中心とした「海外での部品，中間財，最終製品 ⇒ 国内 SC（製品輸

入）」が増加しフレイト・フォワーダーの役割が増してきたのである。

国際工程間分業システムには海外直接投資，技術移転，戦略的提携，アウト
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ソーシングなどが絡み，発展段階として①最終製品の生産工程の移転と本国か

らの部品，中間財の供給，②最終製品の生産工程を中心に支援する工程の移転，

③移転先で形成された産業集積（サテライト型など）を中心とした国際工程間

分業システムの構築，④グローバルに最適配置された分業工程間での原料，部

品，中間財，製品の交換（国際ネットワーク型工程間分業システム）などが考

えられ，生産と物流の関係が非常に深まってくるのである。これは，「工程間

分業システム＝物流システム」といっても過言ではない。貿易政策上の問題が

ないと仮定した場合，国際工程間分業システムは高度な生産，物流システムを

背景に，運びにくい財（貨物），流行に左右される財（貨物）に関する経営資

源は市場に接近して立地され，運びやすい財（貨物），定番の財（貨物）に関

しては既存の場所に残留するのが一般的である。

そして，工程間分業システムにおける物流システムは，擦り合わせ工程では

産業集積を形成し集積の利益を享受するため「構内物流」のように比較的短距

離となり，組立工程では生産コストと物流コストのバランスから中長距離が可

能となるのである。

物流，情報・通信システムが高度化し部品や中間財の物流が容易になり，グ

ローバルな経営資源の最適配置と連結により G－SCMを構築するなかで，国際

工程間分業システムの拡充にはターミナルが重要な意味を持つのである。

国際工程間分業システムでは港湾や空港を中心に構内や隣接地域（日本では

「港湾法，第37条，港湾隣接地域」など，海外では FTZ（Free Trade Zone：自

由貿易地域），EPZ（Export Processing Zone：輸出加工区）が基本である）に擦

り合わせ工程，組立工程が立地する。たとえば，PCメーカーである Dellは効

率の良い G－SCM（Dellシステム）を構築したが，このシステムにおける生産

拠点は物流を考慮し FTZ，EPZの機能を持つ港湾や空港の敷地内や隣接地域

にある（アジア地域ではアモイ空港の敷地内）。14）

物理的空間型の産業集積には「フルセット型」，「サテライト型」，「流通加工

型」，「ノックダウン型」15）があるが，生産と物流の関係が深くなるに従い，そ
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れまでの国の都合に合わせて立地（最適配置）されていた拠点（調達，生産，

物流，販売など）がターミナル（ゲートウェイ／ハブ）に接近し，国際工程間

分業システムのなかでの経営資源の最適配置，すなわち国内の立地（産業の配

置）が G－SCに従って変化する。

2．分業システムの構造的変化に伴う集積・分散の変化

分業が構造的変化（国内分業のグローバル化を含む）を生じることで集積と

分散の構造も変化する。物流，情報・通信システムの高度化により工程間分業

システムの拠点立地の大きな変化が現れ，同時にゲートウェイ／ハブ・ターミ

ナルの重要性が増した。16）

物流（交通）ネットワークの整備が不十分な時代（フルセット型集積が主流

であった時代）は，国際分業は地域的な部品，中間財，最終製品の SCと国際

間の原料，最終製品の SCとの単純な連結（部分最適（同質な地域的な産業集

積）の連結）であったが，G－SCが高度化し普及することで国内の拠点（調達，

生産，販売など）がターミナル（ゲートウェイ／ハブ）に接近して立地すると

ともに，海外に分散する拠点（調達，生産，販売など）も物流（交通）ネット

ワークを中心に立地する国際工程間分業システムの仕組みへと変化した。

製造業が調達において基本的に希望するのはリードタイムが短い SCである

集積内での現地調達（物理的空間型産業集積）である。それは工程間の擦り合

わせ，効率的な SCMの構築，コストやリスクの低下などを集積内の全体最適

により解決でき市場の変化に迅速，柔軟に対応できるからである。しかし国際

企業間工程間分業システム，国際ネットワーク型工程間分業システムが普及す

る時代においてフルセット型産業集積のようにいつでもすべての部品を特定の

集積内部で調達することはコスト面などで企業の競争劣位を招きやすく，必然

的に調達先の集積と分散が生じるわけである。それが，「専用部品」と「標準

部品」，「汎用部品」，「汎用モジュール部品」の生産拠点を決定する要因ともなっ

ている。
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物流システムが高度化した今日では，最終製品の生産拠点が移転する場合，

擦り合わせの多い工程，物流コストが多くかかる工程が最終製品の生産工程と

ともに移転してサテライ型集積を形成し，輸送可能な部品を生産する工程はフ

ルセット型集積内部に残る，そして，物流システムの高度化によりフルセット

型集積とサテライ型集積の間にネットワーク型工程間分業システムが形成され

るのである。

ウェーバーは集積の利益を「産業は集積することにより効率化する」と説明

しているが，この形態は専用品の分業行程が多品種少量生産であるため企画・

開発，生産などのコストが増加する反面，特定の場所に集積することで集積の

利益を享受することができるのである。これに対し，標準部品，汎用部品，汎

用モジュール部品は小規模な専用部品の集積内部に共存していても，生産コス

トが高ければ規模の経済性が働かないためそれらが最も多く使用される集積内

部に立地される。17）

しかし分散とはいえ，情報・通信技術の発達により EC調達や e－market place

などの電子商取引や製造プロセスのデジタル化（CAD／CAM／CAE，3Dプリ

ンターなど），MOT（Management of Technology：技術経営）などにより仮想

的空間型産業集積を形成しさらに高度化した物流システムにより工程間の連結

が可能であるため企業間工程間分業システム，ネットワーク型工程間分業シス

テムなどの垂直・水平分業システムを構築することが可能となっている。

これは，分業工程の分散とは複数の集積の効率的な連結を意味しているから

である。そこでは一つの企業は最終生産工程のない他の集積から部品調達を行

うわけであり，一つの企業における集積と分散の意味は，産業全体からみた集

積と分散とはまったく相反する，すなわち一つの企業が必要とする部品や製品

を分散化して調達することは産業全体では複数の企業に特定の部品や製品を供

給するための少数の集積が形成されていることになるからである。

そして，分業工程がどの集積に立地するかはウェーバーのいうような「労働

費（生産コスト）」「輸送費（物流コスト）」「集積の利益」に加え，財（貨物）
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の特性，財（貨物）のライフサイクルなど集積の比較優位を考慮した企業ごと

の経営戦略に依存しなければならない。また，集積の種類は世界中に小規模な

フルセット型集積が分布する構造ではなく，物流の連結をいかし少数のフル

セット型と複数のサテライト型，ノックダウン型生産拠点の企業間工程間分業

システムを基礎とするネットワーク型工程間分業システムがこれからの主流と

なると考えられる。すなわち分業システムの変化が集積と分散の構造を変化さ

せ，さらにその変化が前述したさまざまな要因と影響しあい新たな分業システ

ムを構築するのである。18）

国際工程間分業システムとフレイト・フォワーダーの関係は，ロジスティク

スが「調達－生産－販売－物流といった経営管理の業務のプロセスを「一貫し

たモノの流れ」という側面から見て，その最適化を図ること。さらに，企業（あ

るいは，SC）全体の活動の最適化を行うこと」と定義されているように，フ

レイト・フォワーダーは柔軟性が高いため，荷主（企業）のニーズに合わせて

物流を中心に生産や流通，金融などとの関わりを深め特殊化（3PL，4PLなど）

していくのである。

Ⅳ．ターミナルの業務と機能

1．ターミナルとは

ターミナルとは輸送手段（運搬具）の結節点であり，物流システムのノード

であり，物流システムの品質に大きな影響を与える要因である。港湾や空港，

駅，トラック・ターミナルなどを指し物流を安全，安定，低廉に行うための機

能（物流，金融，情報，官庁など）が集積する場所で，物流のスムーズな流れ

（シームレス）を生み出す調整要因でもある。19）

伝統的な SCでは調達－生産－物流－販売の各工程が明確に分かれ前工程の

完了により次工程が行われてきたが，今日では SCの全体最適を実現するため，

調達－生産－物流－販売の各工程が複雑に絡み合う，すなわち物流，情報・通

信システムの高度化や生産における標準化，汎用化，モジュール化，デジタル
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化などを背景に，適材適所で仕組みづくりの努力が行われている。そのなか

で，積替え地点であるターミナルは重要な位置を占めている。

国内では物流システムの構成要素などの調整要因として機能するが，国際物

流（貿易取引）では各国（輸出国，輸入国，中継国など）で異なる国内物流シ

ステム，国内と国際物流システムの格差などの調整要因となる。Door to Door

物流，商物分離，物流システムの構成要素とその高度化，工程間分業システム

などが円滑に行えるのも，ターミナルに物流システムの経営資源が集積し全体

最適を作り出しているからである。20）

商物分離とは，流通において流通・物流センターなどを設け商流（所有権の

移転，プロフィット・センター）と物流（実際の財（貨物）の移動，コスト・

センター）を分離させ，物流を簡素化（たとえば，メーカーや1次卸から小売

などへの直送）することでコストの抑制を図ることである。そして「情物分離」

とは，情報・通信システムの高度化により物流される財（貨物）に伴って伝え

られていた情報が切り離され，財（貨物）の移動よりも早く，また関連する複

数の情報が整理され複数の当事者に同時に伝えられるため迅速で確実な物流が

可能になり SC全体の効率化に貢献するのである。そしてますます部署間，企

業間，産業間の障壁が低くなり管理される領域が拡大するとともに，コア

（SCMの中心）となる組織が明確化してくる。

今日の物流ネットワークの基本はバブ・アンド・スポーク（ハブ・アンド・

フィーダー）システムであり，ノードであるターミナルにはメインやローカル

があるが，メインのゲートウェイ／ハブ・ターミナルは規模も大きく，ネット

ワークのコア（核）となっている。また，ゲートウェイ／ハブ・ターミナルは

大規模化，専用化する傾向にある。それは，コンテナ船，鉱石専用船，穀物専

用船，輸送船（タンカー），自動車専用船，大型航空機など輸送手段（運搬具）

の大型化と専用化からである。

ターミナルのなかでも船舶輸送（海上輸送及び内水面輸送）のゲートウェイ

／ハブ・ターミナルである港湾は，ターミナルのなかで最も重要な役割をして
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いる。それは，陸上による短中距離の国際物流（貿易取引）を除き，長距離輸

送では船舶と航空機が重要な位置を占めているが，コストとリードタイムの関

係から船舶輸送（海上輸送及び内水面輸送）が圧倒的に多く利用されているた

めである。輸送実績を見ても重量ベースでは約99％が，金額ベースでも約90％

で，緊急な場合に航空輸送（輸送限界が低く，輸送コストが高い）が補完的物

流手段として使用される場合を除いて船舶輸送（海上輸送及び内水面輸送）が

主導となっており，ゲートウェイ／ハブ・ターミナルである港湾が船舶輸送だ

けではなく航空輸送，陸上輸送の起点といっても過言ではない。荷主（企業）

の利便性を向上させるため港湾によっては航空貨物上屋を持つものもある。

日本のように素材から部品，中間材，製品までの産業を国内に持つフルセッ

ト型の産業構造から海外直接投資を拡大させたり，国際工程間分業システムや

世界最適調達を行ったりする構造に変化した国では，それまで，国内の調達，

生産拠点を中心に構築されていた物流ネットワークが，海外の生産拠点を中心

とするものへと変化している。そのため，国の玄関口（ゲートウェイ）である

港湾（特に商業港）や空港などのターミナルは重要な拠点となっている。

それは，財（貨物）の積替え地点，貿易管理の拠点であるゲートウェイ／ハ

ブ・ターミナルが，国内と国際物流（貿易取引）ネットワークの接点となるこ

とを意味している。

2．ターミナル機能とは

ターミナルは物流企業の視点からは物流拠点（リンク）であるが，荷主（企

業）の視点からは物流ターミナルと隣接する調達－生産－物流－販売の拠点

（ノード，たとえば「臨海工業地域」，「臨空工業地域」）である。そして，ター

ミナルの規模と性能は背後地経済に大きく影響され，ターミナルの規模が大き

く，利用者である物流企業，荷主（企業）が使い良いものであると産業が集積

し，その地域のゲートウェイ／ハブ・ターミナルとして機能する。

たとえば，コンテナ船の大型化による混載輸送の増加は，寄港数の減少，大
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型，中型，小型の船舶間での積替えを前提としたハブ・アンド・スポークシス

テムの重要性を増すことになる。基幹航路とローカル航路や内陸物流ネットワ

ークなどとの接続の良さ，検疫やその他の業務（情報，金融など）の処理の容

易性があり大きな背後地経済へ接近した大規模港湾であれば，船会社によるハ

ブの形成，寄港数の増加がもたらされる。

ターミナルの持つ機能は，「財（貨物）の積替え（荷役）」，「輸送手段（運搬

具）の積載能力の限界や時間的ズレの調整」，「異なる複数の物流システムを連

結するための調整」，「広域流通・物流センター」，「広義の在庫管理の拠点」，

「生産・流通加工を行う」の6つに大別できる。

「財（貨物）の積替え」とは，船舶 ⇒ トラック，航空機 ⇒ トラック，船舶

⇒ 鉄道，鉄道 ⇒ トラックなどの異なる輸送手段（運搬具）間で財（貨物）を

積替える（荷役）だけではなく，大型船舶 ⇒ 小型船舶，大型航空機 ⇒ 小型

航空機，外国貿易船 ⇒ 内航船，外国貿易機 ⇒ 国内航空機など同種でもサイ

ズや国籍が異なる輸送手段（運搬具）間で財（貨物）を積替える機能である。

「輸送手段（運搬具）の積載能力の限界や時間的ズレの調整」とは，輸送手

段（運搬具）が持つ積載能力と波動性の多い財（貨物）の量との調整及び，輸

送手段（運搬具）間で発生した遅延の調整である。

財（貨物）の量が輸送手段（運搬具）の積載量を超えると積み残しが発生し，

反対に財（貨物）の量が輸送手段（運搬具）の積載量に満たない場合は収益の

赤字が発生する可能性がある。そこで，ターミナルでは積み残した財（貨物）

を仕向地が同一で運行会社や運行時間が異なる輸送手段（運搬具）に振り分け

たり，財（貨物）が不足する場合には輸送手段（運搬具）の運行調整をしたり

など，柔軟に対応し迅速な財（貨物）の輸送と赤字の回避に努力している。ま

た，タイムテーブルに従い輸送手段（運搬具）間の接続（積替え）が計画され

ていても輸送手段（運搬具）の遅延などで荷主（企業）の求める到着時間に対

応できない場合がある。これについても積載する輸送手段（運搬具）の調整を

行い解決する努力が行われている。
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「異なる複数の物流システムを連結するための調整」とは，Door to Door物

流を円滑に行うため，歴史的に国で異なって構築された複数の物流システムの

連結を調整する機能である。物流は本来流通の拡大に伴って発達してきたため

各国で異なった商流・物流システムが構築されている。特に貿易取引は複数の

国の物流システムの連結を意味するが，物流システムの違いから生じる制約を

制御（最少化）することが必要となる。

「広域流通・物流センター」とは，荷主（企業）の調達－生産－販売の分業

工程の分散化への対応，商物分離による物流コスト削減などへの対応を目的に

した機能である。それは，物流，情報・通信システムの高度化，法令などの規

制緩和により複雑な状況であっても迅速，柔軟な物流サービスの提供が広域で

可能になったためである。

国際規格のターミナルは基本的に FTZ，EPZであり，隣接する複数の国の

ゲートウェイ／ハブ（広域流通・物流センター）として機能し，リーン（生産・

流通）システム（JIT）を行っているため財（貨物）のフロー（輸送）が中心

となり，ストック（保管）が最小化されている。

「広義の在庫管理の拠点」とは，ロジスティクス・ネットワーク，SCネット

ワーク上にある全体の財（貨物）の在庫の最小化と最適化を行う中心的場所で

ある。

ロジスティクス・ネットワークとは，「設定されたコストとリードタイムの

なかで顧客満足度を失うことなく，在庫回転率を最高にするチャネルと在庫拠

点を立地し，流行商品，定番商品など売れる商品の販売速度にあわせ，適切な

コストとリードタイムを考慮に入れて，最適な地点へ在庫を行い，一括して在

庫量を抑制する仕組み」であり，ターミナルはこうした在庫拠点の中心となり

調整を行うのである。

「生産・流通加工を行う」とは，ターミナル内部，あるいは，隣接する工業

地域などで部品や中間材，製品の加工・製造を行う機能であり，ゲートウェイ

／ハブ・ターミナルに集積しやすい。空港に隣接した臨空工業地域もこうした
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生産・流通加工を行う機能を持つターミナルといえる。

日本では伝統的には港湾に隣接して素材型工業の臨海工業地域が形成されて

きたが，今日の生産・流通加工を行う機能では「加工組立型工業」が中心で，

国際工程間分業システムにおいて，海外の生産拠点で生産された部品や中間材

を国内や隣国市場に向けて加工・製造する機能である。家電やエレクトロニク

スなどのように物流企業が持つ倉庫や上屋を利用した小規模なものから，自動

車のように荷主（企業）がターミナルに隣接して拠点を立地する大規模（装置

産業など）なものまである。21）

このようにゲートウェイ／ハブとなるターミナルの機能は，物流システム，

国際分業システムに大きな影響を与えるのである。

3．ターミナルの業務とは

物流の構成要素（業務）には，輸送，保管，荷役，包装，流通加工，物流情

報，在庫管理，リスク・マネジメント，貿易管理の9つあるが，比較的ターミ

ナルで行われるのは保管，荷役，包装，流通加工，在庫管理（情報管理以外），

貿易管理（主に通関手続き）である。

もともとターミナルは輸送手段（運搬具）の結節点であるため荷役が中心と

なり，それに付随（先行，後続）する必要な業務（港湾運送事業など）が連続

的に行われていた。今日の Door to Door物流においてはトータルコストとト

ータルリードタイムが重要視され，両者を同時に叶える方法として考えられる

のが，ゲートウェイ／ハブ・ターミナルでの業務の一括処理であり，そのため

の経営資源（港湾運送事業及び関連，付随業務など）の集積である。輸送手段

（運搬具）間の財（貨物）の積替えには，異なる積載量，輸送形態，輸送規制

を調整するため待ち時間が発生するため，こうした時間の有効利用として関連

する業務を一括処理するのである。

財（貨物）は Door to Door物流の行程において，「輸送中など在庫に情報的

な処理（売買契約など）のみで物理的な手を加えることができない状態」と，
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「保管中など在庫に情報的な処理の他，物理的な手を加えることができる状態」

の2つに大別できる。

「輸送中など在庫に情報的な処理（売買契約など）のみで物理的な手を加え

ることができない状態」では，クロスドッキングなどを行うための仕分け準

備，貿易管理の申告，売買契約の見直しなど限られた作業しかできない。

「保管中など在庫に情報的な処理の他，物理的な手を加えることができる状

態」では，積替えに必要になる待ち時間を利用して仕分け，包装，流通加工，

在庫管理，リスク・マネジメント，貿易管理，生産などが一括処理できるので

ある。

SCにおいてコンカレント・エンジニアリング（同時進行技術活動）的に業

務処理を行うことで迅速性，柔軟性が向上しトータルコストとトータルリード

タイムが削減できるため，物理的な業務を円滑に行える港湾や空港ほど業務の

集約が行われ船舶や航空機の寄港数も増加する。

企業活動では経営活動全体をコントロールするコア（経営者）が必要である

ように，SCMを構築するにもコア（ターミナル）が必要となり，ターミナル

での業務がさまざまな SC内の制約の調整要因となる。また，その中心は港湾

管理者である国や自治体などが整備した硬直化したハード面ではなく，それら

を利用する物流企業（特に利用運送事業者）の柔軟性の高いソフト（情報・通

信システムや know－howなど）である。たとえば仕分け，保管，荷役，流通加

工，貿易管理など物流に関する業務だけではなく，貿易取引の他の要素である

情報・通信システム，金融システム，さらには生産であり，そこに FTZ，EPZ

化が加わることでこうした業務の効率化が加速される。そのため物流企業だけ

ではなく商社，情報・通信業，金融業，製造業などのターミナルへの立地が促

進され貿易取引に関する産業集積（港湾都市）が形成される。22）

1980年代中頃からの東・東南アジアの国々が輸出指向型の工業化を行うに

あたり，まず港湾（流通）と輸出加工区（生産）を一体化して整備し，それら

を FTZ，EPZ化したことにより先進国からの海外直接投資が急増し経済成長
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が進んだ。すなわち国際工程間分業システムが普及するなかではターミナルへ

のさまざまな業務の集約，実運送事業にとって使い良いゲートウェイ／ハブの

構築が国（シンガポール，オランダなど）の競争優位にもつながるのである。

Ⅴ．ターミナル業務を持つフレイト・フォワーダーの競争優位

異なる，あるいは同質の輸送手段（運搬具）の結節点であるターミナルの業

務はフレイト・フォワーダーの競争優位を決定する大きな要因である。それ

は，ターミナルが G－SCの物理的なコア（核）だけではなく，ターミナルへの

業務の集約が G－SCMのコア（核）形成において最も有利であるからであり，

ネットワーク（輸出，輸入，国際工程間分業システムなど）全体に大きな影響

を与えるためである。最適な経営資源とそれらの配置（立地）による国際工程

間分業システムを模索し続けている荷主（企業）の視点からも，輸送手段（運

搬具）間の積替え地点での一括した生産や流通に関わる業務の処理はコスト的

にもリードタイム的にも理想的である。

実運送事業者（船会社）からみた理想的なターミナルとは，停泊時間が短い

こと，トランシップ（中継機能）が容易なこと，財（貨物）量が多いことなど，

ターミナルのハード面，ソフト面での整備や背後地経済が充実していること，

すなわち国際物流（貿易取引）におけるターミナルとしての競争優位があるこ

とである。たとえば，シンガポール港やロッテルダム港は財（貨物）のさまざ

まな処理（保管，荷役，包装，流通加工，貿易管理など）が包括的，効率的に

一括で行える港湾であり，また空港との連携も良いことから船舶輸送（コンテ

ナ船）の大型化とともに寄港数，コンテナ取扱数が増加している。

そして，フレイト・フォワーダーは Door to Door物流により G－SCMの主役

となっているが，実運送事業者と相互依存関係にあり，ゲートウェイ／ハブ・

ターミナルを構築するのは実運送事業であるため，フレイト・フォワーダーの

ターミナルを中心としたネットワークの構築は，実運送事業者の動向に左右さ

れる。
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競争優位を持つターミナル構築の条件の一つに G－SCMの普及に伴う機能の

拡張があり，ターミナルに隣接して生産や流通拠点を立地し生産と流通を一体

化することが重要となっている。しかしそこには広大な土地の確保という物理

的な大きな問題がある。

ターミナルは装置産業であり伝統的に都市に隣接して設置されてきた。その

ため近代的な国際物流システム，国際分業システムに対応するための拡張の余

地が少なくないのである。稀にターミナル自体の移転も行われるが，そのコス

トも莫大であることから，港湾では埋立てや隣接する港湾の専用化，ターミナ

ル機能の内陸への分散立地などで対応している。たとえば，京浜港では東京港

（船舶物流），横浜港（船舶物流），羽田空港（航空物流）が輸送・荷役の中心

になり，川崎港が広域物流（流通）センターとして一体化が図られている。し

かし，新しい施設をターミナルから離れた位置に立地せざるをえない場合「横

持ち」が発生し，コストが上がり，リードタイムが伸びることになる。

そこでフレイト・フォワーダーは，荷主（企業）のニーズ（コスト削減，リ

ードタイム短縮など）に影響を与えないよう，こうした制約を陸海空のネット

ワーク，グローバル／ローカルのネットワーク，ハード／ソフトなどの経営資

源を駆使して全体最適により解決している。

フレイト・フォワーダーは，グローバルな Door to Door物流ネットワーク

を維持，拡充するだけではなく，ターミナル機能を維持するためにも重要な役

割をしており，なかでもターミナルに軸足を置き，国際物流（貿易取引）を中

心に荷役（港湾運送事業など），流通加工，生産，流通，情報，金融，官庁，

外国との連携（関連，付帯業務）などのサービスを一括して提供できるフレイ

ト・フォワーダーに競争優位があるのである。

フレイト・フォワーダーの競争優位の獲得は，「グローバル・ネットワーク

（規模の経済性）を持つことによる物流サービスを行う」か「特殊貨物，特殊

サービス（3PL，4PL）などニッチーな領域に特化した物流サービスを行う」か

の2つに大別できる。23）
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「グローバル・ネットワーク（規模の経済性）を持つことによる物流サービ

スを行う」とは，一般的な荷主（企業）を対象とした部品，中間財，製品など

の個品の物流サービスで，規模の経済性，薄利多売（技術集約・資本集約＜労

働集約）によるものである。グローバル・ネットワークを1社で構築するか，

戦略的提携，アライアンスなどにより構築するかはさまざまであるが，Door

to Door物流など荷主企業のニーズに迅速，柔軟（低コスト，短リードタイム）

で対応できるものでなくてはならない。そのため，物流，情報・通信システム

の高度化と普及に合わせ常にネットワークやサービス領域の拡大が行われてい

る。

「特殊貨物，特殊サービス（3PL，4PL）などニッチーな領域に特化した物流

サービスを行う」とは，前者は危険物，食品，生動植物，プラントなどの特殊

な財（貨物），特殊な物流サービスなどで，高い技術と厳しい規制を処理でき

るノウハウ（know－how）を持つことで行えるサービスである。後者は3PLや

4PLのように一般の物流サービスを利用しながら特定の荷主（企業）のニーズ

に合った物流サービスを提供するもので，両者ともその特殊性（技術集約・資

本集約＞労働集約）から比較的高い利益を獲得することができる。

そして，これらの経営的特徴を出すことができない企業，あるいは，地場

（狭い地域）に拘束されるような企業は淘汰されるか，大規模，あるいは特殊

なフレイト・フォワーダー（総合物流企業，ニッチー物流企業など）の構築す

るネットワークでサプライヤー的な業務を行うことになる。これは，大規模な

フレイト・フォワーダーであってもグローバルな SCを末端まで作り上げる能

力を持っているわけではないからである。たとえば，日本では港湾運送や国内

物流などの物流企業は，コア（核）となるフレイト・フォワーダーとアライア

ンスを組みグローバル・ネットワークの末端で「SC－VC」を構築することに

なる。24）

フレイト・フォワーダーの競争優位は，輸入（インバウンド）で顕著となる。

それは，企業活動をグローバル化する以前に国内市場にネットワークを形成
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し，市場を熟知しているためで，このような優位は旅客輸送や製造業，流通業

においても同様である。たとえば，1980年以後アメリカを皮切りに航空輸送

の規制緩和が進み，それまで国際輸送と国内輸送に分けられていた営業範囲が

自由化されたが，規制緩和により競争優位となったのはほとんどが国内輸送を

中心に行っていた企業である。

また，輸出指向形工業化（加工貿易）に力を入れている国では生産拠点が臨

海工業地域，臨空工業地域としてゲートウェイ／ハブとなる国際ターミナルに

接近して立地している場合が多く，財（貨物）の輸出（アウトバウンド）まで

の物理的距離が短くフレイト・フォワーダーの業務も少ないが，輸入（インバ

ウンド）では財（貨物）を陸揚げした港湾や空港から消費地までの流通ネット

ワークが長く複雑である，さらに，貿易管理においても輸出は国内への影響が

少ないため比較的簡素化されるが，輸入は「国内経済の安定」，「国内生活の安

全」などが関係し影響が大きいため比較的厳しくなり，必然的に充実した通関

業務や国内ネットワークなどを持つフレイト・フォワーダーの役割が重要と

なってくるのである。25）

いずれにしても，フレイト・フォワーダーの経営資源をどこに集中するかと

なれば，ネットワーク上で制約が発生しやすく，迅速に集約的にそれらを解決

できるターミナルは最適の場所なのである。

Ⅵ．日本の港湾とフレイト・フォワーダー

日本の港湾運送は港湾運送事業法（1951年制定，登録制）で管理され，こ

こでは「港湾運送に関する秩序を確立し港湾運送事業の健全な発達を図り，

もって公共の福祉を増進する目的の港として指定。一定の港湾運送の需要量が

あり，事業者の乱立等による港湾運送秩序の混乱が予想される等の事情を考慮

する（93港）」と定義され，港湾運送事業者により業務が行われている。26）この

法律は港運秩序の確立を行うため登録制から免許制に改正（1959年）され経

営環境の変化により自然独占的になっていたが，事業者間の競争を促進し事業

利用運送事業者（フレイト・フォワーダー）とターミナル業務 107



の効率化や多様なサービスの提供を図る観点から，規制緩和（2000年）が行

われ許可性に変更された。

港湾運送事業には「一般港湾運送事業（元請，船舶代理店）」，「港湾荷役事

業」，「はしけ運送事業」，「いかだ運送事業」，「検数事業」，「鑑定事業」，「検量

事業」の業種があり，海貨業（海運貨物取扱事業）は一般港湾運送事業（個品，

荷主限定）のなかに含まれている。一般港湾運送事業は，「無限定」と「限定」

に分かれ，限定には荷主（企業）系と船会社系があり，海貨業は荷主（企業）

系，すなわち荷主の委託を受けて行う個品限定運送（個品荷主限定）を行う業

で，1953年に「一般港湾運送事業であって，個品貨物の船舶への引渡または

受取にあわせ，これらに先行または後続する行為（はしけ運送及び沿岸荷役）

を一貫して行う（第2条の1，一般港湾運送事業）」と定められた。また1969

年の港湾運送事業法の改正により，船会社系の「新海貨（無限定）」が追記さ

れ，従来の荷主限定の免許のなかに荷主（企業）以外に船会社から沿岸荷役事

業（1984年に沿岸荷役事業と船内荷役事業を港湾荷役事業に統合）の委託に

より船会社の CFS（Container Freight Station：混載上屋）業務を海貨業ができ

るようにしたものである。27）

さらに，物流（交通）には定期運行と不定期運行があり，船舶輸送（海上輸

送及び内水面輸送）では港湾運送事業は，定期船事業（コンテナ船会社）にお

いては船会社（船舶代理店）の委託（G／D：Go－down）により，不定期船に

おいては荷主（企業）の委託（FI：Free In，FIO：Free In and Out，FO：Free

Out）により業務が行われている。28）

定期船事業において一般的には船会社が CT（CY（Container Yard：コンテ

ナヤード）及び CFS）を港湾当局などから借受けて専用化するため，特定の船

会社（及びその系列，アライアンス）の財（貨物，コンテナ）だけしか扱うこ

とができず，財（貨物）の取扱量が減少した場合効率的に運営ができないこと

がある。そこで港湾運送事業者（一般港湾運送事業（元請，船舶代理店））が

CTの運営を直接行うことで財（貨物）の取扱領域（複数の船会社など）を増

108 松山大学論集 第30巻 第5－2号



やし CTの効率化を行うのである。29）

横浜港における2001年から始まった日本通運（総合物流企業）・上組（港湾

運送を軸とする企業）による横浜港大黒ふ頭（DC－3）の CT運営は，日本で

利用運送事業者（港湾運送事業を持つフレイト・フォワーダー）が本格的にタ

ーミナル運営に参入した最初といえる。

日本通運と上組は両企業とも港湾運送事業を行いその他の業務（主に特殊貨

物，特殊サービス）も重複するところがあるが，日本通運は比較的グローバ

ル・ネットワーク（リンク）を得意とし，上組はターミナル（ノード）やニッ

チーな領域（特殊な財（貨物），特殊なサービスなど）での物流を得意とする

ため，両企業が戦略的提携を行い，国際物流（貿易取引）を一体化することで，

CTの効率的な運営を行うとともに領域が非常に広くて深い G－SCMのサービ

スを向上させるための努力が行われている。

この戦略的提携は，当初は生産拠点の中国や東南アジアへのシフトによる日

本から輸出される財（貨物）の減少，新興国船会社などのコンテナ船部門への

参入による企業間競争の激化（運賃などの低価格競争）などにより船会社が効

率的に日本の CTを維持できなかったため，港湾運送事業者が直接 CT運営に

参入したわけであるが，G－ロジスティクスや G－SCMの普及により Door to

Door物流の実運送事業者と利用運送事業者，荷主（企業），市場を一体化した

全体最適の必要性が高まり，両企業の持つ本質がターミナル機能と一体化し強

い競争優位を生み出しているのである。今日，こうした変化は多くの物流企業

で見られる。

そして，政府も2004年頃から「スーパー中枢港湾」，「国際コンテナ戦略港

湾」などの政策を打ち出しゲートウェイ／ハブ・ターミナルとなる港湾（京浜

港，伊勢湾，阪神港など）を中心に生産と流通，グローバルな分業工程を一体

化した産業集積の形成を試み，急速に変化し続けているグローバルな環境変化

に対応しようとしているのである。30）

こうした国際工程間分業システム（G－SCM）の高度化と普及のなかで，最
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も重要となるのが人材である。単にターミナルを中心にシステムを構築すれば

良いのではなく，急速に変化し続ける国際工程間分業システムに広範囲の知識

と経験により迅速，柔軟に対応できる人材の育成である。

「工程間分業システム＝物流システム」が普及し物流に沿って生産や流通の

業務を行うことがコスト削減やリードタイム短縮につながるため，荷主（企業）

の物流サービスへのニーズは拡大し続け，フレイト・フォワーダーの関連，付

帯業務も増加している。そのため，物流だけではなく調達，生産，販売，情報，

金融，官庁などに精通した包括的な知識や資格が不可欠となる。たとえば，比

較的習得しやすい形式知（ルール）だけではなく，暗黙知（経験など）の習得

や形式知への転換，人材の単能工から多能工への変化である。31）

情報・通信システムの高度化はすでにグローバルに活動するフレイト・フォ

ワーダー業務を可能にし，同時に港湾運送事業の内部や船会社との関係におい

ても大きな変化をもたらしている。今後も AI（Artificial Intelligence：人工知能）

の高度化により業務の処理速度が高速化し統合化，同期化が進むと思われ，港

湾運送事業とグローバルに活動するフレイト・フォワーダーの一体的な管理が

可能になる，すなわち実運送事業と利用運送事業の分化が明確化しているなか

で，ゲートウェイ／ハブとなるターミナルは物流のグローバル・ネットワーク

のコア（核）であり，ここを管理する港湾運送事業者がその優位性を利用し

Door to Door物流サービスを行うフレイト・フォワーダー業務を拡充すること

が G－ロジスティクス，G－SCMを構築する上で最も合理性が高いと考えられ

る。32）
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